第３者の楽曲使用について


	
	自由型式
（自由に使用できる）
	管理型式
（申請して使用する）

	○
	使用ハードルがさがり、多くの人が自由な使用が可能になる。市民活動に発展しやすい。
	誰がどこで何をしようとしているのか把握することができる。
問題の発展を未然に防げる。

	
	管理コストが発生しない。
	

	×
	誰がどこでどのような使用をしているかわからない。
ＣＤセースルやグッズ販売で直接的利益をあげようとする者がいる場合、事後対応になってしまう。
	使用ハードルがあがり、使用促進の妨げ要因になる。

	
	
	管理コストが発生する。継続的な管理を担保できない。
必ずしもすべてを捕捉することはできない。また、結局は悪意で直接的利益をあげようとする第３者には効力がない。

	考察
	運動の普及に向いている。但し、著作権を侵害され、直接的利益を得ようとする第３者に対抗できるように、著作権は明示する対応が不可欠。
	想定外の第３者の使用を未然に防げるなどリスクを下げられる。ただし、申請ルールは周知しきれず、問題の発展を防ぐため著作権を明示する対応は不可欠。


[bookmark: _GoBack]注　契約上　著作権は「ひなた」が所有している。そのため、第３者が無断で著作物を使用していることに対して、著作権を主張できるのは「ひなた」になり、長岡ＪＣが第３者の使用を制限することはできないのが原則。但し、管理型にする場合は、使用許諾について長岡ＪＣが代行し第３者の使用を管理し制限するやり方となる。
